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については全体的に実験値が計算値の 1.19～1.29 倍とや

や安全側の評価となっている。また、地下切替え階を想定

した試験体 No.5 と No.6 については、被覆 RC が十字形の

試験体 No.3 と No.4 に対して形状係数 Jδ を 3 から 2 に低

減することで、両者の違いを十分に評価できていることが

分かる。 
ここで、実験結果の耐力差として充填コンクリートと被

覆 RC のそれぞれの寄与を評価し、計算値における寄与分

との比較を Fig.7 に示す。図の縦軸はパネルせん断力 pQ
における寄与分であり、横軸は耐力差を算出した試験体を

示している。また、実験値は、0.34% offset 耐力と 1.2 倍の

歪硬化時の耐力から 3 軸ゲージから求めた鉄骨パネル耐

力を差し引いたパネルせん断耐力について、充填コンクリ

ートの有無、被覆 RC の有無が変動因子になっている試験

体の耐力の差分を求めている。

充填コンクリートと被覆 RC のせん断耐力は、共に実験

値が計算値を上回る結果となった。特に被覆 RC 十字

形 Fig.7. b については、0.34% offset 耐力を 1.37～1.47
倍、1.2S 耐力を 1.40～1.56 倍と大幅に過小評価している。

また、鉄骨パネルにおける 1.2 倍の歪硬化による耐力上昇

は 175kN 程度の差であるのに対して、その間における充

填コンクリートと被覆 RC の耐力上昇は 44～92kN と小さ

い。したがって、鉄骨パネルのせん断降伏時点でコンクリ

ート部分もほぼ最大耐力を発揮していると判断して良い

といえる。換言すれば、実験値と計算値が比較的良い対応

を示したのは、指針式では鉄骨パネルの寄与を 1.2 倍する

ことと被覆 RC 等の過小評価とが相殺したためであると言

える。 
 

 まとめ

本研究では、柱の鉄骨断面を角形鋼管と CFT とした場

合の SRC 構造の十字形部分架構の繰り返し載荷実験を行

い、柱梁接合部におけるせん断耐力を評価した。
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(a) 充填コンクリート耐力 (b) 被覆 RC 十字形 耐力 (c) 被覆 RC T 字形 耐力 

Fig.7 充填コンクリート・被覆 RC の計算値と実験値の比較 

Fig.6 パネルせん断力(pQ)―層間変形角(R) 関係 
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1. はじめに 

近年，長周期地震動への関心が高まっている。長周期地

震動は継続時間の長いゆっくりとした大きな揺れで遠方

まで伝わる性質を持つ 1)。長周期地震動が発生した際，長

い固有周期を持つ超高層建物は共振現象により，大きな

被害を受ける可能性がある。その対策として，制振部材

（ダンパー）を建物に設置し，主架構の損傷を抑える制振

構造の需要が高まっている。本研究で対象とする間柱型

粘弾性ダンパーの特徴として，粘弾性ダンパーは微小な

変形にも効果を発揮し，小地震から大地震まで幅広く対

応できる。また，間柱型は配置の自由度が高く，ブレース

型などに比べ空間を有効に利用することができる。しか

し，一般的に粘弾性ダンパーは長時間の繰返し加振によ

り，その特性が変化することが懸念されている。 
本報では，長時間正弦波加振実験より，ダンパーのエネ

ルギー密度で動的特性の変化を整理し，動的特性の変化

を考慮した間柱型粘弾性ダンパーを組み込んだ超高層建

物の応答評価法を示す。 
 
2. 長時間正弦波加振実験概要 
2.1 載荷条件 

Table1 に長時間正弦波加振実験の載荷条件を示す 2)。本

報では試験体 A ~ C を用いて行われた f = 0.1，0.33，2 Hz，
d = 50%，100%，200%，300%の各組み合わせの計 11 ケ

ースの結果を用いる。 実験の詳細については文献 2)を参

照されたい。

2.2 ダンパー特性値の算出方法 
ダンパーのひずみd はパネルのせん断変形 ud をパネル

厚さ d で除して求める（式(1)）。ダンパーのエネルギー吸

収量 wdをダンパーの体積 V で除したものをエネルギー密

度 と呼び，以下のように定義する（式(2)）3)。 

d
ud

d  ，
V
wd       (1)，(2) 

1 サイクルごとのダンパーのせん断応力度の最大値 
d max およびエネルギー密度を式(3)，(4)より求める。な

お，エネルギー密度に半波 1 および各載荷条件の最後の
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ND は 1 サイクルのデータ数である。n サイクルのダン

パーのせん断応力度の最大値は Fig.1 のように計測直後

の 1 つ目の半波を除いた半波 2n と半波 2n+1 の絶対値の

平均値より算出している（ただし n≧1 とする）。また，エ

ネルギー密度は 1 サイクルごとのダンパーのせん断応力

度d -ひずみd 関係の履歴の面積より算出している。本報

では，等価せん断弾性率 Geq，等

価減衰定数 Heq をダンパーの特

性値と呼び，それぞれ式(5)，(6)
より求める。なお，（）はステッ

プ，〈 〉は半波，［ ］はサイク

ルを意味する。 
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Simplified Response Evaluation of High-Rise Building with Stud-Type VE 
Damper considering its Dynamic Performance Decrement under long-
period ground motion 

TAKIMOTO Hitoshi，SATO Daiki，TOBARI Ryota， 
YOSHINAGA Mitsutoshi， YASUNAGA Jumpei，KANESHIRO Yosuke 

半波 1 

半波 2n 

半波 2n +1 

Fig.1 Definition of half wave 

Table1 Experiment parameters 
Frequency Strain Cycles Total Times

[Hz] [％] [-] [s]
50 200 2010

100 100 1011.5
200 50 510.4
300 34 353.1
50 200 617.9

100 100 310.4
200 50 158.5
300 34 112.4
50 200 105.3

100 40 77.2
200 10 73.2

C 2

Specimen

A 0.1

B 0.33
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2.3 実験結果 

長時間正弦波加振実験の結果からダンパー特性値の低

下の傾向を確認する。Fig.2 に f = 0.1，0.33，2 Hz，d = 50%，

100%，200%，300%の各組み合わせの計 11 ケースのに
対する G， Hを示す。Fig.2 より，に対する G， H
はばらつきがある。そのため，全ケースの中央付近の値と

なる場合（中央式）および最下限の値となる場合（下限式）

で近似式を作成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 近似式の作成 
3.1 作成手順 

実験から求まるGeq，Heqの低下率をそれぞれ GT
，HT

，

近似式から求まる Geq，Heq の低下率をそれぞれ GP
，HP



とする。また，GP
，HP

は式(7)，(8)で表される bG，bH に

収束する近似式とする。 

G
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     (7)，(8) 

式(7)，(8)の aG ~ dG，aH ~ dH は実験の Geq，Heq の低下の

傾向に合うように決定する。近似値 GP
，HP

について実

験値 GT
，HT

に対する相対誤差の 2 乗和を RG，RH とし

（式(9)，(10)），RG，RH が最小となる aG ~ dG，aH ~ dH を求

める 4)。 
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3.2 中央式 
中央式は長時間正弦波加振実験における f = 0.1，0.33，

2 Hz，d = 50%，100%，200%，300%の各組み合わせ計 11
ケースから求める。式(9)，(10)より，RG，RH が最小となる

中央式は式(11)，(12)で表される。 

6.0
005.0

002.0
323.1







 
P

G    (11) 

85.0
0115.0

0017.0
2062.1







 
P

H    (12) 

Fig.3 に式(11)，(12)で表される近似式（中央式）および

実験結果より計 11 ケースのに対する G，Hを示す。

Fig.3 より，近似式（中央式）は実験結果の中央付近の値と

なることが分かる。 

3.3 下限式 
下限式は長時間正弦波加振実験で最も低下率の大きい

ケースから求める。Gは f = 2 Hz，d = 50%のケース，H
は = 0.08 kN･mm/mm3 までは f = 0.1 Hz，d = 300%のケー

ス，それ以降は f = 0.33  Hz，d = 50%のケースを用いる。

式(9)，(10)より，RG，RH が最小となる GP
，HP

は式(13)，
(14)で表される。 
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Fig.3 に式(13)，(14)で表される近似式（下限式）および

実験結果より計 11 ケースのに対する G，Hを示す。

Fig.3 より，近似式（中央式）は実験結果の下限値と良く対

応していることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. ダンパーの特性変化を考慮した時刻歴応答解析 
4.1 建物モデル概要 

検討対象建物は，鉄骨造 50 階建の事務所ビルとする 5)，

6)。Fig.4 に検討建物モデルの軸組図，基準階伏図，Table2
に架構部材の主要断面を示す。階高は 1 階 5.5 m，2 ~ 50 階

4 m とする。軸組図の点線，基準階伏図の丸は粘弾性ダン

パーの設置位置を示す。主架構のみを Frame model，ダン

パーを組み込んだモデルを D2 と呼び，640 基のダンパー

を設置している。D2 のダンパー量d1 は 0.6%となる。構造

減衰は主架構のみのモデル（Frame model）の 1 次固有周

期に対して減衰定数 = 0.02 となる初期剛性比例型とする。

本報では X 方向を解析対象とする。Frame model の総重量

W は 806039 kN，1 次固有周期は 7.38 s である。

16
00

0
16

00
0

44
80

0 32
00

32
00 64

00D
C

B
A

E
F

8＠6400

2 3 4 5 6 7 8 9155
00

49
＠

40
00

20
15

00

1FL

13FL

25FL

37FL

Fig.4 Elevation and Plan views [unit : mm] 
(a) Elevation (b) Plan 

Table2 Member list 
Parts Member

□-750×750×19×19 ~ □-750×750×60×60
H-900×450×25×55 ~ H-950×750×28×75

Beam H-700×250×14×25 ~ H-850×300×16×32

Column

Damper 

Damper 

X

Y

X

Z

Fig.2 Normalized dynamic propertiesvs. energy density  

(a) G  (b) H  

0 0.05 0.1

Ω [kN・mm/mm3]
0

0.5

1
HλΩ

Fig.3 Normalized dynamic propertiesvs. energy density  
(a) G  (b) H  

中央式
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4.2 間柱型粘弾性ダンパー概要 
本報で用いるダンパーを Fig.5 に示す。支持柱および粘

弾性パネルの諸元を Table3 に示す。1 つの粘弾性体のサイ

ズは As = 484×484 mm2，厚さ d = 25 mm で 2 つの粘弾性パ

ネルが連なっている。上下の支持部材は H 形鋼からなり

寸法は H-1100×300×16×28 とする。ダンパーの解析モデル

は文献 7）に示すものを用いた。なお本報ではダンパーの

重量もモデル化している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3 入力地震動概要 

入力地震動には海溝型地震に分類される 1968 年の十勝

沖地震における HACHINOHE EW 成分を用いた模擬波（以

降，この模擬波を ART HACHI と呼ぶ）と基整促波である

OS2，OS1 の 3 波を採用する 8)。Fig.6 に擬似速度応答スペ

クトル pSv ( = 5%)，エネルギースペクトル VE ( = 10%)を
それぞれ示す。主架構の 1 次固有周期（7.38s）付近では，

OS2 が ART HACHI に対し，pSv は約 1.3 倍，VE は約 1.4 倍

となる。また，OS1 が ART HACHI に対し pSv，VE は約 2 倍

となり，いずれもレベル 2 地震動（ART HACHI）より大き

な値を示す地震動であることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.4 解析条件 

解析は主架構が弾性とする。ダンパーの特性が変化しな

い解析（特性変化なし）と特性変化なしの地震終了時の
（Table4）を基に近似式（中央式，下限式）から G，H
を算出し，建物に設置された全てのダンパーの特性値を一

律に Table4 に示した値に低下させ，再度解析を行った結

果（簡易手法）を比較する。

4.5 時刻歴応答解析結果 
Fig.7 ~ 9 に ART HACHI，OS2，OS1 を入力した時の最

大層間変形角，絶対加速度，層せん断力の高さ方向分布を

示す。Fig.7，8 より，ART HACHI，OS2 入力時，簡易手法

で Gを 1 ~ 2 割程度，Hを 0.5 割程度低下させたが，応

答は特性変化なしと概ね同等の結果となった。Fig.9 より，

OS1 入力時の簡易手法について Gを 0.75 倍，Hを 0.92
倍に低下させた中央式では特性変化なしに対して最大層

間変形角が 1.3倍程度，絶対加速度が 1.2 倍程度となった。

Gを 0.67 倍，Hを 0.89 倍に低下させた下限式では特性

変化なしに対して最大層間変形角が 1.4 倍程度，絶対加速

度が 1.3 倍程度となった。OS1 のように検討対象モデルの

1 次固有周期付近で大きな入力エネルギーとなる場合，ダ

ンパーの特性値を低下させる簡易手法による検討が必要

となる。 

Fig.6 Earthquake spectra 

(a) Pseudo-velocity  
response spectrum(= 5 %) 

(b) Energy spectrum(= 10 %) 

7.38s 7.38s

Table4 Damper parameters 

G   H   G   H  
ART HACHI 0.0072 0.91 0.97 0.84 0.96

OS2 0.0124 0.85 0.95 0.78 0.94
OS1 0.0266 0.75 0.92 0.67 0.89

Case
中央式 下限式

 [kN･mm/mm3]

300
25

67
0

Fig.5 Viscoelastic Damper 
[unit : mm] 

Table3 Damper characteristics 

1100

Cross-
sectional area A s [mm2]

Rubber
thickness d [mm]

[mm]

Type

Cross section of
support member
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25
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300×16×28
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(c) Peak story shear 
force distribution 

(b) Peak acceleration 
response distribution 

(a) Peak story drift 
angle distribution 

Fig.9 Peak story responses (OS1) 

(c) Peak story shear 
force distribution 

(b) Peak acceleration 
response distribution 

(a) Peak story drift 
angle distribution 

Fig.8 Peak story responses (OS2) 
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Fig.7 Peak story responses (ART HACHI) 
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 Fig.10 に ART HACHI，OS2，OS1 を入力した時のダンパ

ー1 基あたりのエネルギー吸収量 wd の高さ方向分布を示

す。ここでダンパーは YB 通りの X4，X5 の間にあるダン

パーを代表して取り出す。Fig10 より，ART HACHI，OS2
入力時の wd はダンパー特性値を低下させた場合も特性変

化なしと概ね変わらない。OS1 入力時，ダンパー特性値を

低下させた解析である簡易手法は wd が低下することが確

認できる。また，下限式は中央式より大きく低下する。

Fig.11 に wd が大きな値となる 5 層に設置したダンパーの

d -d 関係を示す。Fig.11 より，ART HACHI，OS2， OS1 の

全てでダンパー特性値の低下率が大きいほどd が低下し，

d が大きくなることが分かる。Fig.12 に地震終了時の構造

減衰（Damping）による吸収エネルギーと粘弾性ダンパー

によるエネルギー配分を示す。Fig.12 より，ART HACHI，
OS2 ではダンパー特性値を低下させた場合も総エネルギ

ー量 W は概ね変わらない。一方，OS1 ではダンパー特性

値の低下率が大きいほど W は小さくなり，粘弾性ダンパ

ーによるエネルギー配分が小さくなることが確認できる。 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5. まとめ 
本報では Geq，Heq の低下率について近似式を作成し，中

央式および下限式を提案した。また，50 層建物モデルを用

いて，近似式から算出した Geq，Heq の低下率で解析を行い

（簡易手法），特性変化なしと比較した。レベル 2 相当の

地震動ではダンパー特性値を低下させた場合も，特性変化

なしと概ね同等の結果となった。主架構の 1 次固有周期付

近で大きな入力エネルギーとなる OS1 入力時の簡易手法

は特性変化なしに対して最大層間変形角が 1.4 倍程度，絶

対加速度が 1.3 倍程度となった。入力エネルギーの大きな

地震動の場合，本報で示したダンパー特性値を低下させた

簡易手法による検討が必要となる。 
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附録 A ダンパーの実効変形比 

Fig.A1 に ART HACHI，OS2，OS1 を入力した時のダンパーの実効

変形比（= ダンパーの最大変形/最大層間変形）e の高さ方向分布を

示す。Fig.A1 より，e について ART HACHI，OS2，OS1 を入力した

時の全てで，特性値の低下が最も大きい下限式で最大となる。 
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(c) OS1 (b) OS2 (a) ART HACHI 
Fig.10 Energy absorption of damper per one unit 

(c) OS1 (b) OS2 (a) ART HACHI 
Fig.A1 Effective damper deformation ratio Fig.12 Energy distribution 

(a) ART HACHI (b) OS2 (c) OS1 
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Fig.11 d-d (5F) 
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